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グローバルメガトレンド（I）： 

グローバルパワーシフト 

 

 
外交を専門とする若手政治家の作業部会 

 

 
 

新興国の経済的および政治的な台頭により、従来の国際機関の構造に

圧力がかかっている。そのため、非公式でテーマに特化したフォーラム

や地域組織の果たす役割が益々その重要性を増している。それらのフォ

ーラムや組織は、とりわけ国際的および地域的安定を確保するための共

同問題解決の手段として重要になる。このことから、地域のアクターとの

密接なつながりと新旧両フォーラムにおける強い立場を確保できる可能

性を最大限に活用することがドイツにとって有益と言える。 
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ドイツの外交政策にとってのグローバルメガトレン

ドの重要性 

 

国際政治は、「グローバルメガトレンド」と総称する

ことのできる長期的な動向にますます左右される

ようになっている。中でも、人口動態の変化、都市

化の進展、特定資源の需給動向は特に重要なト

レンドだ。さかんに議論されてきた世界的なパワ

ーシフトという潮流も、いわばこれらあらゆるトレン

ドの総体であり、その意味でここに含まれる。 

 

ドイツは世界政治において影響力を持つと同時に、

輸出立国、資源依存型経済大国であることから、

少なくとも間接的にはこれらすべてのトレンドから

影響を受けている。これらの潮流がドイツにとって

チャンスとなるか、あるいは問題となるかは、ドイ

ツがどのような政治的アプローチをとるかに拠ると

ころが大きい。 

 

コンラート・アデナウアー財団の外交を専門とする

若手政治家の作業部会は、相互に関連する 3 本

の論文によって、ドイツの外交政策がこのメガトレ

ンド－グローバルパワーシフト（I）、人口動態変化

（II）、世界の資源需要（III）－とその影響に対して

どのように対応すべきかについて問題提起をして

いく。これにより、ドイツの外交政策にとっての優

先課題を特定し、これから始まる立法期で我が国

の将来に対する備えを万全にするための具体的

な提言を行う。 

 

機関を基盤とする多国間協調主義が直面するグ

ローバルパワーシフト 

 

主に伝統的な西側諸国の主導による機関を基盤

とする 20 世紀の多国間協調主義は、グローバル

パワーシフトによりその重要性が更に失われるだ

ろう。特に国連安全保障理事会（国連安保理）に

おける力関係もさることながら、世界銀行、世界貿

易機関およびその他の国際機関は世界の実態を

反映しなくなって来ている。それらの機関は、G20

のように新興国を含む新しい小規模な多国間協

調形態にますます取って代わられるようになるだ

ろう。そのため、グローバルな課題を克服する上

で果たしている国連の中心的役割は失われ、非

政府組織や国の枠を超えた機関も重要な役割を

果たす、テーマに特化した非公式のフォーラムが

それに取って代わることになる。加えて、諸問題が

地域レベルで解決されるように変化している。ドイ

ツは外交政策を決定する際、このように国際関係

の断片化と多様化が同時に起きていることを考慮

しなくてはならない。 

 

このような状況の中、西側諸国は正当性と信頼性

の危機に直面している。現下におけるヨーロッパと 

 

米国の経済状況を受け、西側の社会モデル及び

経済モデルを手本にして大丈夫なのかといった疑 

 

問の声が多くの地域で大きくなっている。今なお 

厳しいアフガニスタンの治安情勢やリビアにおけ

る国連任務をめぐる西側諸国と新興国の異なる

解釈、そしてイラク戦争における正当性の欠如は、

西側諸国の安全保障政策に対する信頼も傷つけ

てしまう結果となった。 

 

これらの情勢変化に債務・財政危機が重なり、西

側諸国は動きが取れなくなる危険に脅かされてい

る。EU は何よりも自分の問題に忙しく、自らイニシ

アチブを取って国際的問題の解決に十分貢献す

るには、力と政治的意思に欠けている。ヨーロッパ

は、これからも自分の殻に閉じこもるのであれば、

新しい世界秩序の形成において小さな役割しか

果たせないだろう。 

 

ドイツは輸出国として、特に国際的および地域的

な安定、そして、国際公共財(グローバル・コモン

ズ)への自由なアクセスから恩恵を受けている。そ

のため、この世界秩序の維持と拡大は義務である

と同時に目的そのものである。このことから、先に

述べたドイツと EU が動きの取れない状態に陥ら

ないようにすることは、ドイツの外交・安全保障政

策における最大目標でなくてはならない。ドイツは

その際、現時点の自国の経済状況から見て、国

際的影響力を強固にするだけはなく、さらに拡大

することができる。 

 

グローバルパワーシフトに対応する効果的な多国

間協調主義  

 

効果的な多国間協調主義はとりわけドイツにとっ

ては有益である。ドイツは単独で自国の要求を貫

き、国際的に影響を及ぼすには力不足である一方、

多国間のフォーラムは協力し合って問題を解決す

る手段を提供する。 ドイツは政策上、地域のプレ

ーヤーや G20 のような新しいフォーラムとのつな

がりを深めること、そして、比較的形式にこだわら

ない政府間同盟が実際に機能するかどうかを見

極めるという課題に直面している。我々は、断片

化と多様化が国際政治に力の空白が生まれるき

っかけとなることを許してはならない。もしそのよう

なことになれば、世界的な課題はもはや克服する

ことはできなくなるだろう。以上のことから、ドイツ

の取るべき外交政策に対し、以下 6 点の実際的

な行動提案が導き出される： 

 

1. ヨーロッパは環大西洋貿易投資パートナーシ

ップ (Transatlantic Trade and Investment Part-

nership, TTIP)を政治的・戦略的プロジェクトとして

認識する。TTIP の締結に失敗することは、西側諸

国の行動能力と結束が更に疑問視されることにな

るため、ドイツにとっても EU にとっても大きな不利

益を意味する。その逆に、TTIP が締結されれば、

それは新興国に対する政治的メッセージとしての

役割をもつ。加えて、西側諸国の能力、すなわち、

自らの関心と市場に対する考えを認めさせる能力
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や国際的に拘束力をもつ規格や基準を定める能

力を際立たせることになる。更に、TTIP は NATO

に加えてもう一つ、環大西洋における絆を確立す

る歴史的チャンスも提供している。そのため、対外

経済上の管轄領域を考慮しつつ、すべての省庁

を参加させ、省庁間の調整を強化することが重要

となる。国内の制約が今よりも多くなることは絶対

に避けなくてはならない。同時に、ドイツの政治に

は、協定が締結するようヨーロッパのパートナー

諸国に働きかけ、交渉を担当する EU 委員会への

幅広い支援を得ることが引き続き求められている。

このほか、協定に関する既存の制約事項は、交

渉に最大限の透明性をもたせて扱われるようにす

る。 

 

2. EU は他の地域組織とのパートナーシップを拡

大し、それらの更なる統合と機関化を促進する。

それにより、ヨーロッパの立場がたとえば中南米

あるいはアフリカの新興地域で弱くなることを防ぐ

ことができる。ヨーロッパの力を一つにまとめるた

めには、これらの組織に EU 共通の代表機関を設

ける必要がある。このことは、今日高まるアジアの

重要性を考えれば、とりわけ ASEAN に対して、ま

た中南米・カリブ海沿岸諸国共同体（CELAC）につ

いても言えることである。これに加えて、G20 内で

価値観を共有するパートナーシップが構築されな

くてはならない。我々はこれらのパートナー諸国と

共に、世界的な問題の解決やこれからの世界秩

序の形成において影響力を及ぼさなくてはならな

い。この世界秩序の形成は今後、民主主義を基

盤とする西側とは基準と目指すところが異なるこ

れらの国々からますます影響を受けることになる。

同時に、ドイツは二重戦略の形で、新興国と独自

のパートナーシップを拡大する：これに該当する国

はアジアでは中国、インド、インドネシア、アフリカ

連合内ではエジプト、ナイジェリア、南アフリカ、そ

してラテンアメリカ・カリブ諸国共同体(CELAC)内

ではブラジルとメキシコである。 

 

3. ドイツとヨーロッパは近隣諸国における治安の

確保において、より大きな役割を担う。このことは

特に地中海地域に対して言えることであり、米国

が関心を太平洋側へ向けていること、また、同国

ではエネルギーの自給自足が予測されることの

直接的帰結である。中期的に見て、米国がヨーロ

ッパ、アフリカ、地中海、中近東において、安全保

障政策上、圧倒的な影響力をもつ存在であり続け

ることはない。 このことから、まずヨーロッパの軍

事能力の衰退を食い止めることが重要となる。EU 

と NATO はこの点、「共有・共用」と「効率的な防

衛（スマート・ディフェンス）」でイニシアチブを取っ

たが、これは軍備規模よりも守備範囲を優先する

ドイツの基本方針とかみ合うことは極めて難しい。

ドイツは比較的弱い国にとっての頼れるパートナ

ーであるだけでなく、個々の分野ではドイツ自身

が他の国を頼りにする姿勢をもつべきである。 い

ずれにしても、EU 加盟国の国家軍事計画はこれ

までと比べ、加盟国の間で調整を大幅に強化する

必要がある。それに寄与するものとして、ドイツ連

邦議会は統合部隊や統合司令部、そして共有財

産（common assets）に対して、EU および NATO

の枠内における出動や利用に関する条件付き予

防的決議をする。その場合、議会はこれらの限ら

れた場合においても、いつでもドイツ兵を呼び戻

す権利を有する。 

 

4. ドイツ連邦軍の戦闘能力を引き上げるほか、

教育・訓練プロジェクトの一環として、治安確保と

危機予防に重点を置く。その際、パートナー国が

自国地域の安全保障政策上の問題と危機状況を

自力で克服できるようにすることに重きが置かれ

る。これについて、私たちは二つの具体的措置を

提案する： 

 

a) パートナー諸国と治安組織に対するドイツの

教育能力を強化する。その目的で、ドイツ連邦軍

の学校や教育施設内、特に陸軍歩兵学校で、特

別に査察を実施する。訓練指導者教育プログラム

の中で、連邦軍の隊員が外国の軍隊に対し、成

果が持続する地域の実情に応じた教育・訓練が

できるようにする。 

 

b) 同時に、連邦軍はこれらの軍隊において文民

統制と公民教育を促進する。これについては、連

邦軍教育施設の統率力養成・公民教育センター

(Zentrum Innere Führung) 、指揮幕僚大学校

(Führungsakademie)、大学、安全保障・防衛研究

機関マーシャルセンター(Marshall Center)が特別

な役割を担う。 

 

5. ドイツは、国連安保理で欧州連合に議席が割

り当てられるまでの暫定的解決策であっても、常

任理事国入りは諦める。その代わりに、欧州連合

議席が設けられることに一段と注力する。国連安

保理並びにその他の国連機関の改革は、これを

基盤として、国連が再び世界的協働のための主

要フォーラムとなることに資さなくてはならない。 

 

6. ドイツは影響力を拡大するため、国際組織に

対する人事政策を戦略的に展開する。これらの組

織におけるドイツ人職員による代表が、ドイツの規

模と財政的貢献度に応じてバランスの取れたもの

になることを目指す必要がある。これは外務省だ

けに課せられた任務ではなく、全省庁が管轄範囲

内で取り組まなくてはならない。そうすることによっ

てのみ、ヨーロッパおよびドイツの価値観と関心を

全世界で代弁することができる人材、とりわけ欧

州対外行動局と NATO に対する人材を確保し、

拡充することができる。
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